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研究成果の概要（和文）：　これまでの金融危機や原発事故の事例研究の知見をもとに、ミクロの組織や経営の
問題からマクロの危機を分析する理論的枠組みを提起した。従来の危機の研究は規制やルールといったマクロの
要因の分析が中心であったが、規制やルールを強化しても危機は繰り返し起きる事から、これまでの研究で十分
に取り上げられなかった、危機の背後にあるミクロ基礎の問題についての分析を行った。
　本研究の成果は、先行研究をベースに、危機におけるミクロの個人や組織の意思決定や行動とマクロの組織や
システム全体の問題とを結びつけるミクロ基礎の理論的枠組みを提起したことにあり、今後の危機分析の展開に
経営学の分野から新たな視点を提供している。

研究成果の概要（英文）： Various crises are the results of behaviors and decisions of individual 
managers and other actors involved in organizations. The author conducted empirical research on the 
2011 Fukushima Dai-ichi Nuclear Plant Accident and 2007-8 US Financial Crisis, and found that 
various actors’ behaviors were the causes of these crises.
 Many researchers and policymakers focus on the defects of various regulations, rules and regulatory
 institutions as the major causes of these crises and try to establish new rules and regulations to 
avoid similar crises, but in vain. They neglect the underlying problems of various actors, 
organizations and institutions involved in these risks. 
 The author propose the theoretical framework of microfoundational research in social science in 
general, and organization study in particular, and attempts to extend the initial framework for 
microfoundation used in management research to crisis analysis.
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１．研究開始当初の背景 
(1) 筆者はこれまで、金融危機や巨大事故が

個別の金融機関や組織の中の誤った行動や

意思決定が積み重なって生じることを、日米

の金融危機や福島原発事故の事例研究に基

づき明らかにしてきた。そこでは、金融危機

については個別の金融機関の中の個人や集

団の過度の利益を追求した組織行動、また原

発危機については当該企業の現場の発電所

のリーダーや本社の従業員の安全性を軽視

し効率性を重視した行動や意思決定の誤り

が集合して、組織やシステム全体の危機につ

ながっていた。 

 

(2)しかし、それらはあくまでも個別の事例の

指摘であり、ミクロの個人や組織の意思決定

や行動を説明する枠組みや、このようなミク

ロの個人や集団の行動とマクロ危機を結ぶ

リンクを説明する枠組みの双方が欠けてい

るために、個人や集団のどのような行動や意

思決定がどのような経路を経て組織やシス

テム全体の危機を招くのかといったことの

解明が不十分であった。 

 

(2) 経営学の分野ではこのようなマクロの事

象とそのベースにあるミクロの組織の問題

を結びつけるような理論的枠組みの研究は

未発達であり、社会学等の他の分野での先行

研究を借りながら、その解明を進めることが

求められていた。 

 
２．研究の目的 
(1) 本研究はこれまでの金融危機と福島第一

原発事故の中での経営組織行動の事例研究

の知見をベースに、危機に際しての企業組織

の経営の成否を説明できるような理論枠組

みを提起し、個別のミクロ組織行動や組織間

関係の問題がいかにしてマクロの危機に結

びつくかという実践的課題の説明にも耐え

うる理論的枠組みを解明することを目的と

していた。 

 
３．研究の方法 
(1) 最初に、「ミクロ基礎」の理論的枠組みに

関する社会学分野等の先行研究を振り返っ

たうえで、その枠組みを応用して、これまで

の筆者の事例研究を通じて明らかになった

金融危機や原発事故における個人や集団の

行動の特徴が説明できるかどうかを検討し

た。 

 

(2) そこから、経営学研究における「ミクロ

基礎」の枠組みの展開につながるような、「ミ

クロの個人や集団の行動に焦点を当てた危

機分析の枠組み」を考察し、それを内外の学

会で発表して専門家のコメントを得ること

でより有効なものに高めていった。 
 
４．研究成果 

(1) 原発事故と金融危機の事例に即して、ミ

クロとマクロの関係について、①そこにおけ

る個別組織の経営者や構成員たちのミクロ

の行動、②その集団としての行動とそれらの

相互作用、③そこから生じるミクロとマクロ

のリンク、の 3 つの要因を類型化した。 

 

(2) そこから、産業レベルの政府による規制

緩和が、ミクロのアクター達に過度のリスク

テイクや短期利益追求といった誤った行動

規範をもたらし、組織レベルでは不確実で複

雑な組織や組織間の関係の下で、個別の組織

行動が集団としての意味のない行動をもた

らし、それらの相互作用が、過度の利益を追

求する組織文化のようなミクロとマクロを

リンクする枠組みの下でシステミックな失

敗を繰り返し、それが産業全体の危機に結び

ついていくといった危機の「ミクロ基礎」理

論の全体像を導くことができた。 

 

(3) それを図示すると下記図のように整理で

きる。危機の背景には①そこから下位に降り

ていくマクロからミクロへの移行、②それを



構成する個人の行為者の行動とその相互作

用、③その相互作用が移行して危機というマ

クロの結果に結び付くプロセスがある。危機

は組織の個々の意思決定の誤りあるいは

個々には合理的でも集団として意味がない

行動が積み重なって招かれることが分かっ

た。 

 

 

(4)経営学における「ミクロ基礎」とは、個

人や組織レベルの意思決定や行動とそれら

の集合のことである。このような「ミクロ基

礎」と呼ばれる組織の下位レベルの行動の分

析は、異なる意思決定の集合が上位の組織の

問題につながることを通じ、なぜ危機が生じ

るかについての一般的な理論的枠組みを提

供することが確認できた。 

 

(5) 我が国ではまだ「ミクロ基礎」の枠組み

を用いてこのような危機の原因や対策につ

いて解明しようとする研究は未発達であり、

本研究は経営学の分野から危機の背後にあ

る問題点の解明とその対応を考えるのに新

たな理論的枠組みを提起できたと考えられ

る。また、海外の学会での発表では、欧米の

研究者によるコメントから、この理論的枠組

みが金融危機や原発事故の問題を越えて、ハ

リケーンなどの自然災害がその下にある政

府組織などの行動の失敗を通じて大きな危

機につながること説明するのにも応用でき

る実践的意味のある研究であるとの評価を

得ることができた。 
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